
（様式１）指定管理者指定申請書

年　　月　　日
（宛先）昭島市長
申請者　所 在 地
団 体 名
代表者名　　　　　　　　　　　
昭島市公の施設指定管理者指定申請書
指定管理者の指定を受けたいので、昭島市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第３条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　公の施設の名称
　　昭島市民総合交流拠点施設
２　添付書類
(１)公の施設の管理に係る事業計画書
(２)公の施設の管理に係る収支計画書
(３)経営状況等法人その他の団体の概要を説明する書類
(４)その他市長が必要と認める書類
（様式２）共同事業体協定書
共同事業体協定書
（目的）

第１条 当共同事業体は、昭島市民総合交流拠点施設（以下「当該施設」という。）の管理運営業務（以下「当該業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。

（名称）

第２条 当共同事業体は、○○共同事業体（以下「事業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条 事業体は、事務所を○○県○○市○○町・・・に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条 事業体は、令和○○年○○月○○日に成立し、当該業務の協定期間の満了後３月を経過するまでの間は、解散することができない。

２ 当該施設の指定管理者となることができなかったときは、事業体は、前項の規定にかかわらず、当該業務に係る協定が締結された日に解散するものとする。

（構成員の所在地及び名称）

第５条 事業体の構成員は、次のとおりとする。

所 在 地

団 体 名

代表者名

所 在 地

団 体 名

代表者名

所 在 地

団 体 名

代表者名

（代表者の名称）

第６条 事業体は、○○○○（団体名）を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条 事業体の代表者は、当該業務の履行に関し、事業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、昭島市（以下「市」という。）と折衝する権限並びに当該業務に係る申請書の提出、指定管理者制度に係る管理運営に関する協定の締結、指定管理料の請求、受領及び事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（運営委員会）

第８条 事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに当該業務の履行の基本に関する事項、資金管理方法、第三者への委託の決定その他の事業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、当該業務の履行に当るものとする。

（構成員の責任等）

第９条 各構成員は、当該業務の履行及び下請契約その他業務の履行に伴い事業体が負担する債務の履行に関し、共同連帯して責任を負うものとする。

２ 当該業務の履行に係る各構成員の業務分担等については、別表のとおりとする。
３ 前項に基づく別表は、市及び構成員全員の承認がなければ、協定締結後に変更することはできない。

（取引金融機関）

第10条 事業体の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、事業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第11条 事業体は、業務の履行の年度又は完了ごとに当該業務について決算するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第12条 本協定書に基づく権利義務は他に譲渡することはできない。

（業務途中における構成員の脱退に対する措置）

第13条 構成員は、市及び構成員全員の承認がなければ、事業体が当該施設を管理運営する期間が満了する日までは脱退することができない。

２ 構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、市の承認がある場合に限り残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する。

（構成員の除名）

第14条 事業体は、構成員のうちいずれかにおいて、当該業務履行中に重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由が生じた場合には、他の構成員全員及び市の承認により当該構成員を除名することができるものとする。

２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項を準用するものとする。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第15条 構成員のうちいずれかが当該業務履行途中において破産又は解散した場合は、第１３条第２項を準用するものとする。

（代表者の変更）

第16条 代表者が脱退若しくは除名された場合又は代表者としての責務が果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び市の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（構成員の加入）

第17条 前２条の規定による構成員の脱退、除名及び破産又は解散により残存構成員のみでは適正な業務の履行の確保が困難なときは、第１３条第２項の規定にかかわらず残存構成員全員及び市の承認を得て、新たな構成員を事業体に加入させることができる。

（解散後の協定書との不適合に対する構成員の責任）

第18条 事業体が解散した後においても、当該業務につき協定書との不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）

第19条 この協定書に定めのない事項については、構成員全員が協議し決定する。
上記のとおり○○共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印して各自所持するとともに、１通を市に提出するものとする。

○○年○○月○○日

所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式２別表
○○共同事業体責任分担表

	構成員名（団体名）
	業務分担
	出資金・出資比率

	所 在 地

団 体 名

代表者名
	１ ○○の管理に関すること

２ △△の運営に関すること
	○○○○○○円

（○○．○％）

	所 在 地

団 体 名

代表者名
	１ ○○の管理に関すること

２ △△の運営に関すること
	○○○○○○円

（○○．○％）

	所 在 地

団 体 名

代表者名

	１ ○○の管理に関すること

２ △△の運営に関すること
	○○○○○○円

（○○．○％）


注１　上記「業務分担」については、協定締結時点で想定する業務分担の内容について、具体的かつ詳細に記述すること。

注２　本協定書第９条第３項の定めるところにより、上記責任分担表は、市及び構成員全員の承認がなければ、協定締結後に変更することはできない。
注３　出資に該当のない共同事業体については、上記「出資金・出資比率」欄に「該当なし」と記載すること。

（様式３）委任状
委任状
　　年　　月　　日

昭島市長　殿

○○共同事業体

委任者

所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　私は、下記の共同事業体代表者を代理人と定め、当共同事業体が存続する間、昭島市民総合交流拠点施設の管理運営業務（以下「当該業務」という。）について、次の権限を委任します。

受任者（代表者）
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
委任事項
１　昭島市と折衝する権限

２　当該業務に係る申請書の提出の権限

３　指定管理者制度に係る管理運営に関する協定書の締結の権限

４　指定管理料を請求及び受領する権限

５　当事業体に属する財産を管理する権限
（様式４）団体概要
団　体　概　要

（単独団体・代表団体・構成団体　共通）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年　　月　　日現在）

	所　在　地
	

	団　体　名
	

	代表者名
	

	担当部署
	所在地
	

	
	担当部署名
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電　話
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-Mail
	

	共同事業体の

場合の種別
	□代表団体

□構成団体
	共同事業体の名称
	

	設立年月日
	
	資本金等
	万円

	沿　革
	＜上場している場合、上場年月も含めて簡潔に記載してください。＞

	業務内容
	＜主な官公庁への登録業種も含めて簡潔に記載してください。＞

	従業員数
	正社員
	全体　　　　人

	
	契約社員
	全体　　　　人

	
	パート等
	全体　　　　人

	事業経歴

役員構成及び経歴
	· 様式は問いませんのでA4判で作成してください。
· 同種施設の指定管理実績がある場合は、その実績について資料等を提出してください。


（様式５）昭島市税の納付状況調査の同意書
昭島市税の納付状況調査の同意書

　　年　　月　　日
昭島市長　殿
所 在 地
団 体 名 
代表者名　　　　　　　　　　 　　　　　㊞
私は、昭島市の指定管理者応募時及び指定期間中の毎年度、昭島市税における下記の税目の納付状況の調査を行うことに同意します。
記
１　市民税・都民税（特別徴収分）

２　法人市民税

３　固定資産税・都市計画税（土地・家屋）

４　固定資産税（償却資産）

（様式６－１）誓約書
誓約書
　　年　　月　　日
昭島市長　殿
所 在 地
団 体 名 
代表者名　　　　　　　　　　 　　　　　㊞
私は、下記の応募要件をすべて満たしていることを約束します。
記
法人、その他の団体で、次の各号のいずれにも該当しないこと。
　ア　国税又は地方税を滞納している団体
イ　昭島市議会議員又は昭島市長、昭島市副市長若しくは昭島市教育委員会教育長が代表者その他の役員である団体
ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4（同令第167条の11第１項において準用する場合を含む。）の規定により昭島市における一般競争入札等への参加を制限されている団体
　エ　地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがある団体
オ　会社更生法（平成14年法律第154号）・民事再生法（平成11年法律第225号）による更生・再生手続中である団体
カ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第77号）第２条に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体
キ　政治活動及び宗教活動を目的とする団体
ク　破産者で復権を得ないものが役員である団体

（様式６－２）誓約書（共同事業体用）
誓約書
　　年　　月　　日

昭島市長　殿

共同事業体の所在地

共同事業体の名称

代表の法人等の名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

当共同事業体の全構成員は、下記の応募要件をすべて満たしていることを約束します。

記

法人、その他の団体で、次の各号のいずれにも該当しないこと。
　ア　国税又は地方税を滞納している団体
イ　昭島市議会議員又は昭島市長、昭島市副市長若しくは昭島市教育委員会教育長が代表者その他の役員である団体
ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4（同令第167条の11第１項において準用する場合を含む。）の規定により昭島市における一般競争入札等への参加を制限されている団体
　エ　地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがある団体
オ　会社更生法（平成14年法律第154号）・民事再生法（平成11年法律第225号）による更生・再生手続中である団体
カ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第77号）第２条に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体
キ　政治活動及び宗教活動を目的とする団体
ク　破産者で復権を得ないものが役員である団体

（様式７）経営状況表
経営状況表
団体名：　　　　　　　　　　　　
	            　　 
	区　　　　分
	 第  期
　　 年　月　日～　年　月　日

	
	売上高　　　Ａ 
	            千円

	
	営業利益　　Ｂ
	千円

	
	税引後当期純利益　Ｃ
	千円

	
	現金・預金　Ｄ
	            千円

	
	有価証券　　Ｅ  
	            千円

	
	固定資産　　Ｆ     
	            千円

	
	総資本　　　Ｇ
	            千円

	
	自己資本　　Ｈ     
	            千円

	
	流動資産　　Ｉ     
	            千円

	
	流動負債　　Ｊ     
	            千円

	
	固定負債　　Ｋ     
	            千円

	
	①流動比率     
 Ｉ×１００ 
    Ｊ
	％

	
	②固定比率     
 Ｆ×１００ 
    Ｈ
	％

	
	③自己資本比率 
 Ｈ×１００ 
    Ｇ
	％

	
	④負債比率
（Ｊ＋Ｋ）×１００ 
      Ｈ
	％

	
	  Ｇ－Ｋ 
	            千円
          

	


１　事業体で応募する場合は、その構成団体ごとに作成すること。
２　上記表は直近１事業年度分で作成すること。
事業計画書　　Ⅰ　基本的な管理運営方針、理念
	１　交流拠点の果たすべき使命及び目指す姿、それらを達成するための基本的管理運営方針
（様式８）

	


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

事業計画書　　Ⅱ　組織体制
	１　組織体制（様式９）

	（１）指定管理者業務実施に係る組織体制（指揮命令系統、役割分担、人数等）
（２）人材の継続的・安定的確保、採用計画（雇用形態、労働条件等）及び健康管理体制等


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。
事業計画書　　Ⅲ　施設管理運営に係る事業計画
	１　窓口業務（様式10）

	（１）窓口業務についての基本的な考え方と計画

（２）接遇及び苦情対応の取組


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

事業計画書　　Ⅲ　施設管理運営に係る事業計画
	２　会議室等貸出業務（様式11）

	（１）様々な利用者や利用方法に対応し、会議室等稼働率を向上させる取組


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。
事業計画書　　Ⅲ　施設管理運営に係る事業計画
	３　危機管理（様式12）

	（１）利用者の安全管理、災害や事故対応などの危機管理


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

事業計画書　　Ⅲ　施設管理運営に係る事業計画
	４　地域コミュニティの活性化及び交流に関する業務（様式13）

	（１）交流促進事業（アキシマのアキチ）に関する取組


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

事業計画書　　Ⅳ　施設維持管理計画
	１　施設の維持管理（様式14）

	（１）施設の維持管理の体制、長期的に安全安心で利用できる施設維持管理への取組


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

事業計画書　　Ⅳ　施設維持管理計画
	２　環境配慮への取組（様式15）

	（１）NearlyZEB取得を目指した施設である交流拠点における環境に配慮した取組



本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

事業計画書　　Ⅴ　交流拠点の効果的な管理運営
	１　広報業務（様式16）

	（１）交流拠点の利用促進や活性化のための情報発信への取組


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。
事業計画書　　Ⅴ　交流拠点の効果的な管理運営
	２　複合施設の管理運営（様式17）

	（１）様々な事業実施主体が入居する複合施設の管理者としての取組


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

事業計画書　　Ⅴ　交流拠点の効果的な管理運営
	３　地域の活性化（様式18）

	（１）市民の雇用や地元企業等の活用など地域の活性化に関する取組


本様式（A4判）２枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

	４　自主事業（様式19）

	（１）交流拠点の設置目的を達成するための自主事業


本様式（A4判）３枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめること。資料の添付を認めるが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとする。

（様式21）質問書
　年　　月　　日
昭島市民総合交流拠点施設指定管理者募集に関する質問書
	Ｎo
	書類名
	ページ
	章・
項目等
	質問内容

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	
	
	
	

	7
	
	
	
	


書類名については、募集要項、要求水準書、様式集等と記載ください。適宜、列を追加の上、記入してください
（様式22）辞退届

年　　　月　　　日
昭島市長　殿　
所 在 地

団 体 名（共同事業体の場合は代表団体名）

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
辞　退　届

指定管理者の指定申請を下記の理由により辞退いたします。

記

１　辞退理由
